「炭素税」肯定側第一立論　
メリット


プランを述べます。
１点目　日本政府は炭素税を導入します。
２点目　税額は化石燃料中の炭素１トンあたり、３４００円とします。
３点目　鉄鋼産業におけるコークスなどの原材料に対しては非課税とします。
４点目　税収はすべて地球温暖化対策を実施するための機械購入の補助金とします。

Planから得られるメリットは、「地球温暖化の抑制」です。

現在、二酸化炭素の増加により地球温暖化が引き起こされています。
一橋大学学長・財政学者の石 弘光氏は1999年の著書「環境税とは何か」７ページで以下のように述べています。
「太陽から届く日射のうち、一部は地表面で吸収されるが、一部は地表面に届くものの反射されてしまう。その反射熱(赤外線)は大気中の温室効果ガスによって吸収され、その一部は再び地表に戻される。こうして地球は、このガスによっていわば温室のガラスに覆われ、その気温は生物の生存に適する水準に保たれている。（中略）ところがこの温室効果ガスが増えすぎると、温室効果が強くなりすぎ、地球規模で気温が上昇することとなる。これが地球温暖化と称される現象に他ならない。（中略）事実、温室効果ガスの中でも最も重要なＣＯ２の濃度は、１８世紀後半の産業革命以前に280ppmvであったのが、１９９４年に約385ppmvにまで上昇していることが判明している。」


この地球温暖化は放っておくことは、非常に危険です。
なぜならば地球温暖化は、気候変化をもたらすからです。

名古屋大学名誉教授の北野康氏は1990年の著作「地球温暖化がわかる本」(p4)にて以下のように述べています。
「このＩＰＣＣの報告書では、もし今後も現在のような温室効果気体の放出が続けば、地球の平均気温は１０年間に０．３℃の割合で上昇し、２０２５年に現在より１℃、２１世紀末には現在より３℃高くなると予測されています。また、その結果、海面水位が２０３０年までに、およそ２０ｃｍ、２１世紀末までにおよそ６５ｃｍ上昇すること、北半球の中緯度帯で夏季の降水量が減少し、乾燥化すること、などが懸念されています。」



実際、この地球温暖化によって多くの死者が出ています。
Yahooニュース　ロイター通信2003年１２月１２日付け　より引用開始
「世界保険機構（WHO）は、２０００年に地球温暖化が原因で死亡した人は１５万人に達しており、この傾向が続けば、今後３０年間にこの数字が倍増する可能性がある、との見解を示した。（中略）科学者は、現在の気候変動について、自動車や工場から放出される二酸化炭素などの温暖化ガスが原因としており、これにより、洪水や干ばつの頻度が増え、極氷冠の融解などが加速している。」


　また、日本のCO2排出量はこのままいくと大幅に増加してしまいます。
三橋規宏（みはし・ともひろ）氏は、２００３年の著書「環境経済学入門」日経文庫P43
の中で以下のように述べています。
「日本の場合、国としての温暖化対策は、地球温暖化対策推進本部が中心で推進することになっています。（中略）しかし、その後CO2を中心とする温室効果ガスの排出量が増加を続け、２０００年度の排出量は１９９０年比で８％も増えてしまいました。現状で推移しますと、２０１０年頃でも７％程度の増加はさけられないと見られています。」



ここでPlanを導入します。すると日本における二酸化炭素の排出量は減少します。

なぜなら、燃料費が上がることで化石燃料の消費自体が減少するからです。
一橋大学学長・財政学者の石弘光　1999年『環境税とは何か』（岩波書店）Ｐ１１７
「まず第一に、炭素含有量の多いエネルギーを多く用いて生産される製品の相対価格は
上昇し、必然的に産業構造の変化や、その製品に対する需要のシフトを引き起こすであ
ろう。エネルギー多消費型の製品の生産・需要を抑制し、CO2排出量を減少させる」


Planを導入すると１９９０年度比でCO2を２％削減できると試算されています。
平成１５年発行「温暖化対策税制の具体的な制度の案」１３２Pより引用開始
「（炭素税の税収をすべて補助金に還元する）補助金ケースでは、２０１０年において１９９０年比（でＣＯ２を）２％減を達成する為に必要な補助金額を推計した。（中略）補助金を充足するために必要な炭素税は３４００円である。」

今回のplanで地球温暖化を抑制することができます。


ここで、日本は京都議定書を批准していますが、
日本の二酸化炭素排出削減責任は１９９０年比で、マイナス６％となっています。
そしてこのうち、３．９％は森林吸収などによってまかなわれることになっています。
そのことについて資料を２つ引用します。
出典は環境gooのH.P.(http://eco.goo.ne.jp/wwf-go4kyoto/about.html)です。(引用開始)
「京都議定書とは？
1997年12月に、国連気候変動枠組み条約第3回締約国会議（COP3）京都会議で採択されたもので、以下の内容を定めています。先進国全体で、温室効果ガス6種類の排出量を、1990年レベルから平均5.2％削減する。共同達成方式で、日本6％、米国7％、EU8％。期間は2008年から2012年まで。」(引用終了)


三橋規宏（みはし・ともひろ）氏は２００３年の著書「環境経済学入門」４３，４４ページから引用開始。
「日本の場合、国として温暖化対策は、地球温暖化対策推進本部が中心で推進することになっています。（中略）その方法は、森林の吸収分を３．９％と見込み、残りを排出権取引など京都メカニズムの活用などで対応していくようになっています。」

このように森林吸収だけではまかなえない、残りの２％を炭素税によって削減できるようになります。ゆえに、炭素税を導入しこの京都議定書での目標削減値に向っていくことは、日本の責務であり、他国のモデルとなるためにも重要なことなのです。
